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事業内容

１　出資等の状況（Ｈ15.3.31現在） （単位：千円,位）

3,100

出資（出捐）額
出資（出捐）
割合

出資（出捐）
順位

備考

1,000 32.3% 1

500 16.1% 2

500 16.1% 2

300 9.7% 4

200 6.5% 5

200 6.5% 5

150 4.8% 7

150 4.8% 7

100 3.2% 9

0.0%

２　社員（会員）の状況(社団法人のみ）（Ｈ16.4.1現在）

社員数

県

市町村

国又は政府系機関

民間法人

その他

千葉県による公社等外郭団体に関する情報公開

社員総数

区　　　　　　分

内
訳

地方公共団
体

日本赤十字社千葉県支部

０４３（２２３）２６６０

㈶千葉県対がん協会

主な者

昭和48年3月29日

千葉市中央区千葉港５番２５号

①学校保健集団健診事業、②結核・感染症発生動向調査
事業情報処理、③悪性新生物患者通報システム事業情報
処理、④妊婦・乳児一般健康診査料支払事務処理、⑤妊婦
ＨＩＶ抗体検査料支払事務処理、⑥環境保健サーベイランス
事業調査データ処理

資本金（又は出捐金）

団体名 財団法人千葉県医療センター

　理事長　藤森宗徳

０４３（２４１）１０４２

㈶千葉県予防衛生協会

㈶結核予防会千葉県支部

県所管課 健康福祉部健康増進課

㈳千葉県歯科医師会

㈳千葉県薬剤師会

千葉県

千葉市

出資（出捐）者

㈳千葉県医師会



３　財務状況　※

(１)貸借対照表から
（単位：千円）

項　　　目 １３年度 １４年度 １５年度

総資産 753,241 780,432

負　債 385,646 363,877

資　本 367,595 416,504

累 積 損 益 272,728 321,688

（２）損益計算書 （単位：千円）

項　　　目 １３年度 １４年度 １５年度

総 収 入　　（＝売上高＋営業外収益＋特別利益） 2,271,658 2,312,918

経 常 損 益 22,706 28,296

当 期 損 益 22,706 48,959

減価償却前当期損益　　　　 24,221 50,690

４　年度末借入金残高等の状況 （単位：千円）

　　　項　　　目 １３年度 １４年度 １５年度

借 入 金 残 高　　　　　     0 0

うち県からの借入金残高 0 0

うち県以外からの借入金残高 0 0

0 0

※公益法人については、次のとおり公益法人会計基準に読み替える。

〈貸借対照表〉　資本⇒正味財産の部合計

　　　　　　　　　　累積損益⇒基本金等を除く正味財産額

〈損益計算書〉　損益計算書⇒収支計算書及び正味財産増減計算書

　　　　　　　　　　総収入（＝売上高＋営業外収益＋特別利益）⇒総収入（＝当期収入合計－借入金

　　　　　　　　　　収入等（損益に無関係の項目））

　　　経常損益⇒当期正味財産増減額－（特別損益項目の資産の増減＋特別損益取引

　　　に係る当期収支差額）

　　　当期損益⇒当期正味財産増減額

　　　減価償却前当期損益⇒当期正味財産増減額（減価償却を行っている場合は、減価

　　　償却費を加える）

うち県の債務保証又は損失補
償の対象となる借入金残高



５　県の財政支出の状況
（単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 １３年度 １４年度 １５年度

委　託　料   　　 学校保健集団健診事業他 323,560 309,195

補助金･交付金・
負担金

0 0

その他
（利子補給・税の
減免額・出資金・
貸付金・その他）

0 0

合　　　計 323,560 309,195

６　役職員の状況（各年度７月１日現在）

（単位：人）

１３年度 １４年度 １５年度

常勤役員数   0 0

うち県退職者 0 0

うち県派遣職員 0 0

常勤職員数  11 10

うち県退職者 2 1

うち県派遣職員 2 2

項　　目



７　事務事業の見直しの状況

（参考）公社等外郭団体の見直し概要（千葉県行政改革推進本部決定）

改革方針

改革の期間

改革の概要

改革の効果

改革に伴う
課題

その他

　平成１５年４月１日、（財）結核予防会千葉県支部、（財）千葉県対がん協会、（財）千葉県予防衛生
協会と（財）千葉県医療センターは、事業の効率化及び検診精度の向上を図る観点から統合し（財）
ちば県民保健予防財団を設立した。

統合

平成１５年

　平成１５年４月、㈶結核予防会千葉県支部、㈶千葉県対がん協会、㈶千葉県予防衛
生協会と㈶千葉県医療センターは、事業の効率化及び検診精度の向上を図る観点か
ら統合し新法人を設立する。
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